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◆ 平成28年度一般会計当初予算 ◆ 商業の状況

◆ 製造業の状況（従業者4人以上の事業所）

◆ 産業別就業人口（15歳以上）

◆ 主要財政指標等

歳入 歳出 （性質別）

歳出 （目的別）

項　　目
財政力指数
標準財政規模（千円）
基準財政需要額（千円）
基準財政収入額（千円）
経常収支比率（％）

指標等
0.414

15,885,722
12,662,599
5,465,349

89.1 

備　考
平成27年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度 

項　　目
公債費比率（％）
実質公債費比率（％）
起債制限比率（％）
地方債現在高（千円）
財政調整基金現在高（千円）

指標等
6.9
13.5
6.9

24,367,376
7,004,595

備　考
平成27年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度 

【会計別予算額】

会　計　名 予　算　額 対前年度
増減率（％）

一　般　会　計
特　別　会　計

企　業　会　計　※

※ 企業会計の予算額は、予算規模を表示しています。

合　　　計

国 民 健 康 保 険 事 業
後期高齢者医療事業
介 護 保 険 事 業
介 護 サ ー ビ ス 事 業
公 共 下 水 道 事 業
農 業 集 落 排 水 事 業
漁 業 集 落 排 水 事 業
簡 易 水 道 事 業
多 和 診 療 所 事 業
津 田 診 療 所 事 業
観 光 事 業
共通商品券発行事業
建設残土処分場事業

病 院 事 業
水 道 事 業

244億2,600万円
160億6,360万円

70億円
6億7,170万円
55億6,940万円

2,750万円
22億4,100万円
1億5,100万円
4,280万円
8,040万円
920万円

1億　350万円
4,210万円

1億　590万円
1,910万円

60億6,833万円
47億5,818万円
13億1,015万円
465億5,793万円

5.2％
△1.5％
△5.1％
1.5％
3.1％
3.0％
0.5％

△1.3％
0.2％
3.7％
1.1％

△23.9％
△30.4％
2.4％

△28.5％
4.2％
3.7％
6.0％
2.7％

市税
55億438万円
22.5％

地方交付税
79億円
32.3％

財産収入等
13億3,934万円　5.5％

繰出金
28億9,183万円　11.8％

貸付金
8億1,091万円　3.3％ 積立金　6,701万円　0.3％

予備金　5,000万円　0.2％

諸収入
9億6,780万円　4.0％

物件費
29億2,383万円
12.0％

地方譲与税、交付金等
12億900万円　5.0％

国・県支出金
35億9,575万円
14.7％

市債
29億4,570円
12.1％

手数料、負担金等
9億6,403万円　3.9％

災害復旧事業費
1万円　0.0％

35.9％

64.1％

歳入合計
244億2,600万円

維持補修費　1億3,591万円　0.6％

扶助費
36億1,209万円

14.8％

人件費
35億1,414万円
14.4％

公債費
32億5,780万円

13.3％

補助費等
40億4,546万円

16.6％

42.5％44.8％

投資的経費　12.7％

普通建設事業費
31億1,701万円　12.7％

歳出合計
244億2,600万円

歳出合計
244億2,600万円

民生費
67億6,695万円

27.7％

公債費
32億5,781万円

13.3％
総務費

32億4,825万円
13.3％

衛生費
26億9,693万円

11.1％

衛生費
26億7,848万円

11.0％

教育費
24億1,672万円

9.9％

農林水産費
9億3,061万円　3.8％

消防費
8億5,245万円　3.5％

諸支出金　7億3,101万円　3.0％

商工費　5億1,413万円　2.1％

議会費等　3億3,266万円　1.3％

平成 6 年
平成 9 年
平成14年
平成16年
平成19年
平成26年

平成 4 年
平成 9 年
平成14年
平成19年
平成20年
平成21年
平成22年
平成23年
平成24年
平成25年

農業
林業
漁業
 
鉱業
建設業
製造業
 
電気・ガス・熱供給・水道業
運輸・通信業
卸売・小売業・飲食店
金融・保険業
不動産業
サービス業
公務及び他に分類されないもの

4,862
4,145

56
661

9,798
13

2,540
7,245

13,935
118

1,649
5,111

756
83

5,300
918

28,611

3,630
3,055

22
553

10,297
14

2,758
7,525

15,279
120

1,603
5,969

786
105

5,771
925

29,213

3,090
2,641

21
428

10,009
14

3,024
6,971

16,551
130

1,609
6,337

734
136

6,680
925

29,671

2,596
2,205

14
377

9,018
31

3,078
5,909

16,913
120

1,549
6,289

635
144

7,199
977

28,549

第1次産業

第2次産業

第3次産業

総　　数

区　　分 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

276
229
178
154
158
147
144
144
147
142

6,110
5,689
4,837
5,374
5,283
4,977
4,889
4,772
4,991
5,023

17,630,568
15,706,905
10,200,066
16,011,933
16,986,936
12,255,750
11,852,364
13,882,930
14,064,319
15,470,577

年 次 事業所数（戸） 従業者数（人） 製造品出荷額等（万円）

787
740
661
642
590
393

合 計 卸売業
事業所数（戸）

小売業 卸売業 小売業 卸売業 小売業合 計
従業者数（人）

合 計
年間商品販売額（百万円）

75
61
70
77
69
66

712 
679 
591 
565 
521 
327 

2,955
2,900
3,347
4,157
3,115
2,509

365
294
455
378
405
377

2,590
2,369
2,892
3,779
2,710
2,132

59,768
66,937
56,412

100,036
68,625
55,640

17,355
21,055
18,833
22,287
33,485
23,064

42,413
42,546
37,579
77,749
35,140
32,576

年 次

（注）1. 平成26年をのぞき各年6月1日現在、平成26年は7月1日現在
　　2. 一部に未公開データがあるため、卸売業と小売業の計と合計とは必ずしも一致しない。
資料：香川県統計年鑑（「香川県の商業」、「商業統計」）

（注）事業所数、従業者数は各年12月31日現在
資料：香川県統計年鑑（「香川県の工業」） 

（注）総数には「不詳」を含む
資料：香川県統計年鑑（「国勢調査」）

単位：人

農業
林業
漁業
 
鉱業
建設業
製造業
 
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業 
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
飲食店、宿泊業
医療、福祉
教育、学習支援業
複合サービス業
サービス業（他に分類されないもの）
公務（他に分類されないもの）

第1次産業

第2次産業

第3次産業

総　　数

区　　分
2,476
2,138

14
324

7,651
6

2,595
5,050

16,522
84

326
1,243
4,755

550
151

1,054
2,925
1,188

428
2,984

834
26,760

平成17年
単位：人

農業、林業
漁業
 
鉱業、採石業、砂利採取業
建設業
製造業
 
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業
宿泊業、飲食サービス業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医療、福祉
複合サービス業
サービス業（他に分類されないもの）
公務（他に分類されないもの）
分類不能の産業

第1次産業

第2次産業

第3次産業

総　　数

区　　分
1,792
1,554

238
6,400

8
1,986
4,406

15,922
80

261
1,255
4,153

526
233
507

1,099
878

1,147
3,219

241
1,137

808
378

24,114

平成22年
単位：人


